13　提出書類等
○（既存の法人の場合）
	項   目
	備  考
	様 式

	①応募申込書
	所定の様式（注１）
	様式第１号

	②定款又は寄附行為
	最新のもの
	

	③法人登記簿謄本
	履歴事項全部証明書であって応募申込日前３か月以内に発行されたもの
	

	④障害者総合支援法第３６条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	所定の様式
	様式第２号

	⑤納税状況調査同意書
	所定の様式
	様式第３号

	⑥事業者概要
	イ　事業経歴・実績
ロ　事業者の基本的事項・代表者の経歴
ハ　事業者の概要（パンフレット可）
ニ　現在運営している施設又は事業に関する資料
ホ　指導監査是正改善事項報告書（注２）
	様式任意

	⑦決算書等
	イ　直近３年間の決算書類
ロ　直近３年間の法人税申告書写し
ハ　納税証明
（直近１年分のもの　注３）
　ⅰ 法人税・消費税
　ⅱ 所得税・消費税
ⅲ 法人市民税（個人市県民税）、固定資産税
（都市計画税含む）、軽自動車税
ⅳ 個人事業税又は各個人市町村民税
	イ 法人・企業の既定
の様式
ロ 別表一、四の写し
ハⅰ
税務署で発行したもの、写し可（納税証明書：その３の３）
ハⅱ
税務署で発行したもの、写し可（納税証明書：その３の２）
ハⅲ
各市町村で発行したもの、写し可
ハⅳ
個人事業税については各都道府県、個人市町村民税については各市町村で発行したもの、写し可

	⑧事業予定の土地、建物に
　関する権利関係が確認で
　きる書類
	イ　土地・建物登記簿謄本写し
ロ　土地売渡承諾書
ハ　土地売買予約契約書写し
二　借地契約書写し
ホ　借地に関する合意書
	様式任意

	⑨運営理念等
	イ　運営理念
ロ　基本方針
ハ　サービスの質を向上させるための目標・方策
	様式第４号
（根拠資料も添付すること）

	⑩資金計画書
	イ　施設整備資金計画（補助額が要望を下回った場合の資金計画も含む）
ロ　資金収支計画（開設後３年間）
	様式任意

	⑪サービス実施に係る
具体的な運営の考え方
	イ　防犯・防災対策
ロ　感染症予防対策
ハ　虐待防止対策
ニ　利用者の状態・意向に配慮したサービス計画
作成の考え方
ホ　個人情報管理、プライバシーへの配慮
ヘ　苦情処理のための体制構築
ト　自己評価及び外部評価への考え方
	様式第５号
（根拠資料も添付すること）

	⑫地域との連携
	イ　地域医療機関との連携体制
ロ　地域に開かれた施設としての方策
ハ　ボランティアの受け入れ体制
ニ　地域住民への事前説明会の開催
	様式第６号
（根拠資料も添付すること）

	⑬従事職員関係
	イ　職員の資質向上のための取り組み
ロ　職員の安定雇用のための取り組み
ハ　職員配置計画（注４）

	様式第７号
（根拠資料も添付すること）

	⑭施設整備面
	イ　土地・建物の所有状況
ロ　施設の立地状況
ハ　施設の設備、居室構成
	様式第８号

	⑮特筆すべき事項
	地域における公益的な取組みなど特に優れている事項
	様式任意

	⑯事業スケジュール
	開設までの日程表等
	様式任意

	⑰基本計画図面等
	事業予定所在地、事業規模（利用定員等）、設備、
床面積、平面図等
	様式任意



注１　応募申込書（様式第１号）に整備予定区域を記載してください。
注２　市・県等が行った実地指導・監査については、過去５年分を提出してください。
注３　非課税のものがある場合はその旨申し出てください。
注４　勤務表を提出してください。

※　提出書類は８部（正本１部、副本７部）提出してください。
※　所定様式が定められているもの以外は、原則としてＡ４版（縦）で提出してください。


○提出書類の体裁
提出書類は、以下に記す体裁を整えてください。

◆　全体の目次を付け、ページ番号を付けてください。

◆　正本には、項目ごとに、番号と文字表記のインデックスを付けてください。
（番号のみの表示は不可となります。）
（副本のインデックスも必要です。）
（根拠資料については、どの項目の根拠資料かわかるようインデックス等で明確にしてください。）

◆　１冊にまとめ、綴り紐やバインダー等で綴ってください。



文字表記のインデックス





項目
1 応募申込書
2 定款等
3 登記簿
4 誓約書
5 納税状況調査同意書
6 事業者概要
7 決算書等
8 土地・建物の権利関係が確認できる書類
⑨　運営理念等
⑩　資金計画書
⑪　サービス実施に係る
具体的な運営の考え方
⑫　地域との連携
⑬　従事職員関係
⑭　施設整備面
⑮　特筆すべき事項
⑯　事業スケジュール
⑰　基本計画図面等

上記のほか、市長が必要とする書類提出を求めることがあります。



①応募申込書




左側で綴じる


②定款等




③登記簿

ページの表記
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○（新たに設立する法人の場合）
	項   目
	備  考
	様 式

	①応募申込書
	所定の様式（注１）
	様式第１号－２

	②設立趣意書
	
	様式任意

	③役員予定者名簿
	
	様式任意

	④障害者総合支援法第３６条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	所定の様式
	様式第２号

	⑤納税状況調査同意書
	所定の様式
	様式第３号

	⑥母体法人の事業概要
（母体法人がない場合は不要）
	イ　事業経歴・実績
ロ　事業者の基本的事項・代表者の経歴
ハ　事業者の概要（パンフレット可）
ニ　現在運営している施設又は事業に関する資料
ホ　指導監査是正改善事項報告書（注２）
	様式任意


	⑦法人予定計画書
	イ　事業計画
ロ　法人認可のスケジュール
	様式任意　

	⑧事業予定の土地、建物に
　関する権利関係が確認で
　きる書類
	イ　土地・建物登記簿謄本写し
ロ　土地売渡承諾書
ハ　土地売買予約契約書写し
二　借地契約書写し
ホ　借地に関する合意書
	様式任意

	⑨設立代表者の履歴書
（代表予定者及び施設長
予定者も含む）
	
	様式任意

	⑩運営理念等
	イ　運営理念
ロ　基本方針
ハ　サービスの質を向上させるための目標・方策
	様式第４号
（根拠資料も添付すること）

	⑪資金計画書
	イ　施設整備資金計画（補助額が要望を下回った場合の資金計画も含む）
ロ　資金収支計画（開設後３年間）
	様式任意

	⑫サービス実施に係る
　具体的な運営の考え方
	イ　防犯・防災対策
ロ　感染症予防対策
ハ　虐待防止対策
ニ　利用者の状態・意向に配慮したサービス計画
作成の考え方
ホ　個人情報管理、プライバシーへの配慮
ヘ　苦情処理のための体制構築
ト　自己評価及び外部評価への考え方
	様式第５号
（根拠資料も添付すること）

	⑬地域との連携
	イ　地域医療機関との連携体制
ロ　地域に開かれた施設としての方策
ハ　ボランティアの受け入れ体制
ニ　地域住民への事前説明会の開催
	様式第６号
（根拠資料も添付すること）

	⑭従事職員関係
	イ　職員の資質向上のための取り組み
ロ　職員の安定雇用のための取り組み
ハ　職員配置計画（注３）
	様式第７号
（根拠資料も添付すること）

	⑮施設整備面
	イ　土地・建物の所有状況
ロ　施設の立地状況
ハ　施設の設備、居室構成
	様式第８号

	⑯特筆すべき事項
	地域における公益的な取組み等特に優れている事項
	様式任意

	⑰事業スケジュール
	開設までの日程表等
	様式任意

	⑱基本計画図面等
	事業予定所在地、事業規模（利用定員等）、設備、
床面積、平面図等
	様式任意



注１　応募申込書（様式第１号－２）に整備予定区域を記載してください。
注２　市・県等が行った実地指導・監査については、過去５年分を提出してください。
注３　勤務表を提出してください。

※　提出書類は８部（正本１部、副本７部）提出してください。
※　所定様式が定められているもの以外は、原則としてＡ４版（縦）で提出してください。

○提出書類の体裁
提出書類は、以下に記す体裁を整えてください。
◆　全体の目次を付け、ページ番号を付けてください。

◆　正本には、項目ごとに、番号と文字表記のインデックスを付けてください。
（番号のみの表示は不可となります。）
（副本のインデックスも必要です。）
（根拠資料については、どの項目の根拠資料かわかるようインデックス等で明確にしてください。）
　　
◆　１冊にまとめ、綴り紐やバインダー等で綴ってください。


文字表記のインデックス


項目
①　応募申込書
②　設立趣意書
③　役員予定者名簿
④　誓約書
⑤　納税状況調査同意書
⑥　母体法人の事業概要
⑦　法人予定計画書
⑧　土地・建物の権利関係が
確認できる書類
⑨　設立代表者の履歴書
⑩　運営理念等
⑪　資金計画書
⑫　サービス実施に係る具体的な運営の考え方
⑬　地域との連携
⑭　従事職員関係
⑮　施設整備面
⑯　特筆すべき事項
⑰　事業スケジュール
⑱　基本計画図面等

上記のほか、市長が必要と
する書類提出を求めること
があります。




①応募申込書





　　　

左側で綴じる
②設立趣意書




ページの表記
③役員予定者名簿
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14　応募様式（様式第１号及び１号－２～様式第９号）

様式第１号
 　　令和　　年 　　月　　 日

福　島　市　長　

所　 在 　地
法　 人　 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　


福島市社会福祉施設等施設整備費補助対象事業
応募申込書（　　　区域整備分）（既存の法人）

このことについて、下記提出書類を添えて応募します。

記

１　提出書類
(１) 定款又は寄附行為
(２) 法人登記簿謄本
(３) 障害者総合支援法第３６条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
(４) 納税状況調査同意書
(５) 事業者の概要
(６) 決算書等
(７) 事業所予定の土地、建物に関する権利関係が確認できる書類
(８) 運営理念等
(９) 資金計画書
(10) サービス実施に係る具体的な運営の考え方
(11) 地域との連携
(12) 従事職員関係
(13) 施設整備面
（14）特筆すべき事項
(15) 事業スケジュール
(16) 基本計画図面等
(17) 様式第４～８号について（要約）

２　担当者連絡先
	法　人　名
	

	担　当　者
	

	連
絡
先
	住 所
	〒



	
	電話番号
	（　　　　 ）

	
	ファックス番号
	（　　　　 ）

	
	メールアドレス
	



様式第１号－２
 　　令和　　年 　　月　　 日

福　島　市　長　


所　 在 　地
法　 人　 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　


福島市社会福祉施設等施設整備費補助対象事業
応募申込書（　　　区域整備分）（新たに設立する法人）

このことについて、下記提出書類を添えて応募します。

記

１　提出書類
(１) 設立趣意書
(２) 役員予定者名簿
（３）障害者総合支援法第３６条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
 (４) 納税状況調査同意書
(５) 母体法人の事業概要
(６) 法人予定計画書
(７) 事業所予定の土地、建物に関する権利関係が確認できる書類
(８) 設立代表者の履歴書
(９) 運営理念等
(10) 資金計画書
(11) サービス実施に係る具体的な運営の考え方
(12) 地域との連携
(13) 従事職員関係
(14) 施設整備面
（15）特筆すべき事項
(16) 事業スケジュール
(17) 基本計画図面等
(18) 様式第４～８号について（要約）


２　担当者連絡先
	法　人　名
	

	担　当　者
	

	連
絡
先
	住 所
	〒



	
	電話番号
	（　　　　 ）

	
	ファックス番号
	（　　　　 ）

	
	メールアドレス
	






様式第２号

障害者総合支援法第３６条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書


　　令和　　年　　月　　日


福　島　市　長


所　 在　 地
法　 人　 名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　



　申請者、申請者の役員及び管理者は、障害者総合支援法第３６条第３項各号の規定に該当しない者であることを誓約します。






























	役員等名簿

	ふりがな
	生 年 月 日
	住　所
	就任年月日

	氏　名
	役職名
	TEL　　　　　　　　　FAX
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	（〒　　　-　　　　）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備　考
１　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）及び事業所の管理者について記載してください。
２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記載してください。








様式第３号
納税状況調査同意書
　　令和　　年　　月　　日

福 島 市 長

　下記の者は、令和８年度福島市社会福祉施設等施設整備費補助対象事業募集にかかる審査のため、市税の納付状況について、福島市長が調査することについて同意します。

	ふりがな
	生 年 月 日
	住　所（令和８年1月1日現在）

	氏　名
	
	現住所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	 備　考
　１　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）及び事業所の管理者について記載してください。
２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記載してください。




様式第４号

■運営理念等について
	イ　運営理念　　

	□障がいサービス事業者としての運営理念を明文化している
□法人が実施する福祉サービスの内容や特性を踏まえた使命・役割を反映している


	ロ　基本方針□運営理念に即し施設を運営する基本的な方針を明文化している
□運営理念と基本方針を職員・利用者等へ周知している


	

	ハ　サービスの質を向上させるための目標・方策
　□障害者総合支援法等各法令の趣旨に則り、職員の専門的な研修を実施している
□利用者に対するサービス向上のための目標や方策が明確に示されている


	


様式第５号

■サービス実施に係る具体的な運営の考え方について
	イ　防犯・防災対策

	□防犯、防災に関する具体的計画を立てている
□定期的に必要な訓練を実施している


	ロ　感染症予防対策□新型コロナウイルスをはじめとした感染症予防対策を講じている（マニュアルの整備等）
□感染症発生時の利用者の安全確保体制を整備し取組みを行っている


	

	ハ　虐待防止対策□利用者の生命・身体保護のため緊急やむを得ない場合を除く身体的拘束、利用者を怒鳴るなどの虐待を行わないことを規定している
□不適切なケアを未然に防止するための取組みを行っている


	

	ニ　利用者の状態・意向に配慮したサービス計画作成□利用者一人ひとりの状態・意向に配慮した個別支援計画を作成している
□施設の利用者が生きがいを持って生活するために具体的な取り組みが計画されている


	




	ホ　個人情報管理、プライバシーへの配慮□利用者の個人情報保護に関する規程・マニュアル等を整備し、全職員に具体的に周知徹底している
□利用者のプライバシー保護に関する規程・マニュアル等を整備し、利用者のプライバシーに配慮した福祉サービス提供が行われている


	

	ヘ　苦情解決のための体制構築□苦情解決の体制（苦情解決責任者の設置、苦情受付担当者の設置、第三者委員の設置）が整備されている
□利用者・家族からの苦情に組織的かつ迅速に対応している


	

	ト　自己評価及び外部評価

	□自己評価を実施し、評価を活かした具体的な改善に取組んでいる
□外部評価を実施し、評価を活かした具体的な改善に取組んでいる





様式第６号

■地域との連携について
	イ　地域医療機関との連携体制

	□地域の医療機関と十分な連携が図られている
□必要な時に適切な治療が受けられる体制が整えられている


	ロ　地域に開かれた施設としての方策□地域交流スペース等の交流の場を設けている。
□地域の行事への参加や施設行事への地域住民の参加が実施されている


	

	ハ　ボランティアの受け入れ体制□ボランティア受入れに関する基本姿勢を明文化し、ボランティア担当者を置いている
□継続的・計画的にボランティアを受け入れている


	

	ニ　地域住民への事前説明会の開催

	


様式第７号

■従事職員関係について
	イ　職員の資質向上のための取り組み□研修や職員間の事例検討等の勉強会の時間を設けている。
□資格取得等のための配慮を行っている。（経費助成や有給休暇の取得など）


	

	ロ　職員の安定雇用のための取り組み

	□定期的な面談を実施している
□離職防止策を整備している


	ハ　職員配置計画（　勤務表　別添可　）

	


様式第８号

■施設整備面について
	イ　土地・建物の所有状況（該当に○してください）

	　
【土　地】　　自己所有（予定）　・　賃　借（予定）　（　　　年　　　月）
　
【建　物】　　自己所有（予定）　・　賃　借（予定）　（　　　年　　　月）

	ロ　施設の立地状況　（　別添可　）□交通の便が良く家族等の来訪が容易である。
□周辺に危険要素（交通量の多い道路、工場等の騒音、危険ながけ、水路等に隣接していない等）がない


	

	ハ　施設の設備、居室構成　（　別添可　）

	





様式第９号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　福　島　市　長


募　集　要　項　に　関　す　る　質　問　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法　人　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファックス番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス


福島市社会福祉施設等施設整備費補助対象事業募集要項に関して下記のとおり質問をします。

記

　　　・　質問事項（箇条書き）
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